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• こども家庭庁の根拠法
• こども政策の新たな推進体制に関する基本方針（2021年）

• こども家庭庁設置法（2022年成立、2023年4月1日施行）

• こども家庭庁設置法の施行に伴う関係法律の整備に関する法律（2022
年）

• 成育医療等基本方針の根拠法
• 成育基本法（2018年）

• 「成育過程にある者及びその保護者並びに妊産婦に対し必要な成育医療等を切れ目
なく提供するための施策の総合的な推進に関する法律」

• 健やか親子２１（2001年～）の根拠法
• 当初は法的根拠なし

• 成育医療等基本方針の推進の国民運動として位置づけ（2023～）
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こども家庭庁 成育基本法 健やか親子21の法的根拠
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こども基本法
こども基本法は、日本国憲法および児童の権利に関す

る条約の精神にのっとり、
全てのこどもが、将来にわたって幸福な生活を送るこ

とができる社会の実現を目指し、
こども政策を総合的に推進することを目的

こども基本法は、こども施策の基本理念のほか、
「こども大綱」の策定やこども等の意見の反映などに

ついて定めている

こどもまん
なか社会

こども基本法 こども大綱



（目的）

第一条 この法律は、（中略）児童の権利に関する条約の精神にのっとり、成育医療等の提供に関する施策に関し、

基本理念を定め、国、地方公共団体、保護者及び医療関係者等の責務等を明らかにし、並びに成育医療等基本方

針の策定について定めるとともに、成育医療等の提供に関する施策の基本となる事項を定めることにより、（中

略）必要な成育医療等を切れ目なく提供するための施策を総合的に推進することを目的とする。

（定義）

「成育過程」とは、出生に始まり、新生児期、乳幼児期、学童期及び思春期の各段階を経て、おとなになるまで

の一連の成長の過程

（基本理念）

第三条 成育医療等の提供に関する施策は、成育過程にある者の心身の健やかな

成育が図られることを保障される権利を尊重して推進されなければならない。

２ 切れ目のない支援

３ 科学的知見の基づく支援

４ 社会的経済的状況にかかわらず安心して子どもを生み、育てることができる環境整備
4

成育基本法（2018年成立、2019年施行）



5厚生労働省母子保健課資料に加筆（山縣）

第３条

第２条

第4-7条

第8条

第9条

第10条

第11条

第12条

第13条

第14条

第15条

第16条

成育基本法 健やか親子21の関係
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成育医療等基本方針において、成育医療等基本方針
に基づく国民運動として位置づけられ、成育医療等基
本方針に基づく医療、保健、教育、福祉などのより幅
広い取組を推進するものとされている。

成育基本法における健やか親子21の位置づけ 第11回成育医療等協議会 2023.3.23
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第10回成育医療等協議会 資料４成育医療等基本方針を踏まえた計画の策定期間について



• 基本的な考え方に「こどもの意見を尊重、こどもの最善の利益を優先」を追記

• こども家庭庁による総合調整•施策の実施状況等に関する評価指標を作成

• 妊娠・出産・産後のケア、産後ケア事業・妊産婦健診の広域的な調整

• 災害や新興感染症のまん延に備えた、継続的な提供体制

• 助産師活用推進事業、院内助産・助産師外来の推進

• 医療的ケア児関連の法律に係る施策と連携した小児在宅医療・小児在宅歯科医療体制充実

• 母子保健情報のデジタル化とその活用の推進による母子保健の質の向上

• バイオサイコソーシャルな悩み等に対する、性や生殖に関する専門的な相談支援等を推進

• ３歳児の視覚検査に屈折検査機器を導入する市町村を支援

• 性と健康の相談センター事業によるプレコンセプションケアを推進

• こども家庭センター、子育て世帯の身近な相談機関による子育て支援体制の推進

• 「健やか親子２１」を基本方針に基づく国民運動として位置付ける
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成育医療等基本方針改正（第2次）
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課題 指標番号 課題 指標番号

周産期 全成育期

妊産婦の保健・医療体制 1-9 こどもの貧困 55-57

産後うつ 10-14 児童虐待 58-63

低出生体重児 15-18 ソーシャル・キャピタル 64-66

妊産婦の口腔 19-20 父親支援 67

流産・死産 21 PDCAサイクル 68,69

乳幼児期

小児の保健・医療提供体制 22-27 アウトカム指標（健康水準） 17指標
乳幼児の口腔 28-30 アウトカム指標（健康行動） 22指標

学童期・思春期 アウトプット指標 30指標

こどもの生活習慣 31-36 内 監視指標
1, 2,  22, 56, 
57

こどもの心の健康 37-40

プレコンセプションケア 41,42

学童期・思春期の口腔 43,44

障害児（発達障害を含む）等 45-54

課題と指標番号（第２次:2023-2028年（6年間））



番号
指標
分類

指標名

国レベ
ルの
データ
ソース
等

アウト
プット

アウトカ
ム

（健康行
動）

アウトカ
ム

（健康水
準）

国
都道
府県

市町
村

成育医療
等基本方
針（第一
次）の指

標

健やか親子
２１（第２
次）指標

成育医療等基本方針における分類と記載

2
監視
指標

新生児死亡率
人口動
態統計

○ ○ ○ 37 A-参考2

Ⅰ１ 成育医療等の現状と課題（P. 4）
・我が国は、児童福祉法（昭和22（1947）年法律第164
号）、予防接種法（昭和23（1948）年法律第68号）、母子
保健法（昭和40（1965）年法律第141号）等の関係法令に
基づく各種施策の推進、周産期医療や小児医療等の体制整
備等の取組を進めており、妊産婦死亡率や乳幼児死亡率は
世界有数の低率国になるとともに、諸外国と比較しても極
めて質の高い周産期医療や小児医療の提供を実現するに
至った。

Ⅱ１（１）周産期医療等の体制（P. 10、11）
・リスクの高い妊産婦や新生児等に度な医療が適切提供さ
れるよう、地域おける周産期医療の中核とな総合母子セン
ター及びそれを支え地域周産期母子医療センター等の整備
（新生児集中治室（ＮＩＣＵ）、母体・胎児集中治療室
（ＭＦＩＣＵ）の整備）を通じ、地域周産期医療体制を確
保する。
・妊産婦死亡時の妊産婦死亡に関する情報集積、母体救命
や新生児蘇技術の普及など、医療における安全性を確保す
るための体制を整備する。
・各地域において分娩を担う医師をはじめとした周産期医
療を担当する医師及び新生児医療を担当する医師、助産師、
看護師等の確保を図る。

Ⅱ２（３）乳幼児期における保健施策（P. 14）
・新生児へのマススクリーニング検査の実施により先天性
代謝異常等を早期に発見し、その後の治療や生活指導等に
つなげるなど、先天性代謝異常等への対応を推進する。
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https://www.mhlw.go.jp/content/11908000/001035056.pdf
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指標 協議の場、計画策定

PDCAサイクル 現状
3年後の
目標値

68
都道府

県
成育医療等基本方針を踏まえた協議の場
を設置している（都道府県数）

現状値なし
＜参考＞

・都道府県における母子保健連絡協議
会等の設置 66.0％（2021）

・市町村における母子保健連絡協議会
等の設置 46.0％（2021）

増加

69
都道府
県・国

成育医療等基本方針を踏まえた計画を策
定している市町村数（都道府県数）

現状値なし
＜参考＞・

都道府県における母子保健計画の策定
の状況（他の計画に含まれる場合を含

む。）91.5％（2021）
・市町村における母子保健計画の策定
の状況（他の計画に含まれる場合を含

む。）88.1％（2021）

増加



• URL：https://rhino4.med.yamanashi.ac.jp/seiku/pub/

• 政府は、成育基本法第10条及び第11条第6項に基づき、施策実施状況
等について評価を行い、公表することとされている。

• 本システムは、成育医療等基本方針に基づく評価指標について、デー
タソース、目標値、現状値などを掲載しており、評価時だけでなく、
常に最新値が把握できるようにするために作成した。

• 各自治体が、計画策定、および実施の際の参考としていただきたいと
考える。
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モニタリングシステムとは？



• URL：
https://rhino4.med.yamanashi.ac.jp/seiku/pub/
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データソースでオレンジ色になっていると
ころは、クリックするとデータソースの
ホームページへ飛びます。

モニタリングシステムとは？
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グラフの元データが格納されています。
データが入手できるものに関しては、都道
府県、市区町村のデータも格納してありま
す。

モニタリングシステムとは？
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モニタリングシステムとは？



・住民の健康状態や地域の課題
等を示す目標。

・その目標の達成度を見るのに
適当な指標とする。

・アウトカム（健康水準）を改
善するために重要な住民の行
動。

・行動変容が必要と思われる課
題を目標とする。

・その目標の達成度を見るのに
適当な指標とする。

・アウトプット（環境整備、取
り組み）。

・アウトカム（健康行動）の改
善につながる各自治体の事業
の状況を目標とする。
・その目標の達成度を見るのに
適当な指標とする。

ロジックモデル
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母子保健法

児童福祉法

子育て世代包括支援センター（母子保健法）、子ども家庭総合支援拠点（児童福祉法）



１．市区町村における家庭・養育環境支援の強化

１）把握・マネジメントの強化

①子育て世代包括支援センター（母子保健法）とこども家庭支援拠点（児童福祉法）の統合

こども家庭センターの設置（児童福祉法）

２）支援の充実

①子どもの居場所支援、②支援に関する利用勧奨・措置の権限の付与

２．児童相談所の支援機能等の強化

①支援強化、②一時保護開始の判断に関する司法審査の導入、③第三者評価の受審

３．子どもを中心として考える社会的養育の質の向上

①子どもの意見・意向を意見聴取等の方法により把握する、②権利擁護の環境整備、③自
立支援の充実

４．人材育成等

①子ども家庭福祉ソーシャルワーカーの導入、②保育士の士官管理の厳格化

18

社会保障審議会児童部会社会的養育専門委員会 （2022年2月）⇒改正児童福祉法



19

こども家庭センター設置とサポートプランの作成

支援を要するこども・妊産
婦等へのサポートプランの
作成、連絡調整



こども家庭センターには、責任者である「センター長」を１名、母子保健及び
児童福祉双方の業務について十分な知識を有し、俯瞰して判断するとのできる
「統括支援員」を１か所あたり１名配置する。

統括支援員は、子育て世代包括支援センター・子ども家庭総合支援拠点に配置
される職員の資格（例えば、こども家庭ソーシャルワーカーなど）等を有してい
る者や十分な経験がある者が望ましい。
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保健師が望ましい

【一体的支援の主な業務フロー】
① 妊娠の届出、乳幼児健康診査等の機会を通じて、保健師等が支援の必要な家庭を把握し、
個別の 妊産婦等を対象としたサポートプランを策定。

② 合同ケース会議を開催し、統括支援員を中心として、特定妊婦や要支援児童等の該当性
判断や支援方針の検討・決定。

③ 「こども家庭支援員」等が保健師等と協働してサポートプランを更新し、当事者に手交。
④更新されたサポートプランは、こども家庭支援員等と保健師等が適宜、連携・協働して、
サポートプランに基づく支援を実施。

こども家庭センター実施体制：こども家庭支援員



• こども家庭庁の設置で課題となる点

• こどもの健康に関する所轄が厚労省、文科省、こども家庭庁に分割

• 母子保健・小児保健と周産期・小児医療が別省庁

• こども家庭センターの機能が虐待対策に偏る可能性
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すべての子育て家庭の支援のための
「こども家庭センター」

• 母子保健計画でポピュレーション・アプローチの拠点としてしっかり位置付ける
（不幸な転機の虐待事例も「孤独・孤立」が原因）

• 人材育成
• サポートプランをレッテル貼りにならないような配慮（セルフプラン、支援プラ
ンの考え方⇒、必要な支援の濃淡をつける）

ポピュレーションアプローチを基にしたハイリスク対策
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こども基本法
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１．差別の禁止
• すべての子どもは、子ども自身だけでなく親の人種・性別・意見・障がい・経済状況などいか
なる理由でも差別されず、条約の定めるすべての権利が保障されます。

２．生命、生存および発達に対する権利
• すべての子どもの命が守られ、もって生まれた能力を十分に伸ばして成長できるように、医
療・教育・生活への支援を受けることが保障されます。

３．児童の意見の尊重
• 子どもは自分に関係のある事柄について自由に意見を表すことができ、大人は子どもの意見を
その子の発達に応じて十分に考慮します。

４．児童の最善の利益
• 子どもに関することが行われる時は、「その子どもにとって最もよいこと」を第一に考えます。

23

こども基本法 4つの理念（子どもの権利条約4原則と同等）



１．すべてのこどもは大切にされ、基本的な人権が守られ、差別されないこと。

２．すべてのこどもは、大事に育てられ、生活が守られ、愛され、保護される権利が守ら
れ、平等に教育を受けられること。

３．年齢や発達の程度により、自分に直接関係することに意見を言えたり、社会のさまざ
まな活動に参加できたりすること。

４．すべてのこどもは年齢や発達の程度に応じて、意見が尊重され、こどもの今とこれか
らにとって最もよいことが優先して考えられること。

５．子育ては家庭を基本としながら、そのサポートが十分に行われ、家庭で育つことが難
しいこどもも、家庭と同様の環境が確保されること。

６．家庭や子育てに夢を持ち、喜びを感じられる社会をつくること。
24

こども基本法 ６つの基本方針
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25

成育基本法と情報利活用
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乳幼児健診情報の電子化（2020年）
・マイナポータルで閲覧
・転居の際に市町村で情報共有
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母子健康手帳のデジタル化（2025年）
・母子保健情報の電子化の拡大
・マイナンバーの活用
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Child Death Review

 チャイルド・デス・レビュー（CDR）とは、
子どもが死亡したときに、その原因
などについて、多くの関係機関（病院、
保健所、市町村、児童相談所、警察
等）が情報や意見を持ち寄って話し
合い、「次に同じような死亡が起きな
いための予防策」を検討して実施し
ようとする取組。

 全国2020年度よりモデル事業を実
施することを決定。群馬県・三重県・
山梨県・香川県・滋賀県・高知県・京
都府が、実施に名乗りを挙げた。

 山梨県では、令和2年度から、厚生
労働省のモデル事業に参加して「山
梨県予防のための子どもの死亡検
証体制整備事業（CDR）」を開始。
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こども未来戦略方針
こども・子育て政策の基本的考え方

 少子化スピードが加速

 トレンドが続くと2060年頃に50万人

 若年人口が激減する2030年までに反転させる必要

→サブタイトル：「日本のラストチャンス」2030年に向けて

 3つの基本理念

（１）若い世代の所得を増やす

（２）社会全体の構造・意識を変える

（３）全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する
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（３）全てのこども・子育て世帯を切れ目なく支援する

 親の就労にかかわらず、全ての子育て家庭に等し
く支援

 幼児教育・保育の量から質の向上へ

 0～2歳の支援の強化：伴走型支援

 貧困状態にある家庭、障害のあるこどもや医療的
ケアが必要なこどもを育てる家庭、ひとり親家庭な
どに対してよりきめの細かい対応を行う。

 そのために「総合的な制度体系」と「加速化プラン」

 伴走型支援、プッシュ型の支援

 こども政策DX

 地域で支える
33
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こども加速化プラン
「こども未来戦略方針」に基づくこども・子育て支援のスピード感ある実行

１．ライフステージを通じた子育てにかかる経済的支援の強化や若い世
代の所得向上の向けた取り組み

 医療費等の負担の軽減：こども医療助成、よりよい医療の在り方検討

２．全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充
 女性の健康に関するナショナルセンター

 こどもだれでも通園制度

 多様な支援ニーズへの対応：社会的養護、障害児、医療的ケア自党の支援基盤の
充実とひとり親家庭への自立支援

 こども家庭センター

３．共働き・共育ての推進
 男性の育児休暇：制度と給付

 親と子のための選べる働き方制度（仮称）

 育児時短就業給付（仮称）

 子の看護休暇の適応範囲の拡大
35



こども加速化プラン：小児保健・医療関連
「こども未来戦略方針」に基づくこども・子育て支援のスピード感ある実行

乳幼児健診等の推進
①「１か月児」及び「５歳児」健康診査支援事業

新たに「１か月児」及び「５歳児」に対する健康診査の費用を助成することにより、
出産後から就学前までの切れ目のない健康診査の実施体制を整備する。

②「新生児マススクリーニング検査に関する実証事業」

都道府県・指定都市においてモデル的に２疾患（SCID、SMA）を対象とするマススク
リーニング検査を実施し、マススクリーニング検査の対象疾患の拡充に向けた検討に
資するデータを収集し、その結果を踏まえ、全国展開を目指す。

※SCID（重症複合免疫不全症）：免疫細胞の機能不全により免疫力が低下し、出生直
後から重篤な感染症を繰り返す疾患。

※SMA（脊髄性筋萎縮症）：脊髄の運動神経細胞の異常のため、筋力低下、歩行障害、
呼吸障害をきたす遺伝子疾患。
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1か月健診、５歳児健診

◆ 対象者

①１か月頃の乳児及び②５歳頃の幼児

◆ 内容

地域における全ての上記①及び②に該当する乳幼児を対象に、健康診査の実施に係る費用につ
いて助成を行う。

①１か月児健診

実施方法：原則として個別健診

健診内容：身体発育状況、栄養状態、身体の異常の早期発見、こどもの健康状態や育児の相談
等

②５歳児健診

実施方法：原則として集団健診

健診内容：心身の異常の早期発見（精神発達の状況、言語発達の遅れ等）、育児上問題となる事
項、必要に応じ、事後相談等
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1か月健診、５歳児健診

◆ 留意事項

（１）①の健康診査の実施に当たっては、委託先の医療機関と連携を密に行うとともに、健康診
査の結果等の情報の活用などにより伴走型相談支援の効果的な実施につなげること。また、健康
診査の実施が虐待の予防及び早期発見に資するものであることに留意し、こども家庭センターな
どの関係機関とも連携しながら、必要な支援体制の整備を行うこと。

（２）②の健康診査の実施に当たっては、健康診査の結果、発達障害等（発達障害等の疑いを含
む。）と判定された幼児について、就学前までに適切

に療育につなげることができるよう、都道府県とも協力しながら、必要な支援体制の整備を行う
こと。

◆ 実施主体：市町村

◆ 補助率：国1/2、市町村1/2

◆ 補助単価案：

① 4,000円／人（原則として個別健診）

② 3,000円／人（原則として集団健診）
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こども加速化プラン：小児保健・医療関連
「こども未来戦略方針」に基づくこども・子育て支援のスピード感ある実行

虐待防止

①アウトリーチ支援・宅食事業（7.5億円）

支援ニーズの高いこどもに対し宅食等アウトリーチ型の支援を強化することで、こどもの状
況把握を継続的に

行い、必要な支援につなげる。

②こども家庭センター等におけるこどものSOSを受け止められる相談支援体制の整備（2.2億円）

こどもや保育所・学校等の職員からの相談に対応し、適切な支援を提供するため、こども家
庭センター等における相談員や専門人材の配置を支援。

③児童相談所職員の採用・人材育成・定着支援（2.5億円）

児童相談所職員の採用・育成・定着に向けた仕組みの構築のための取組を実施するとともに、
児童相談所への定着支援アドバイザーの配置やVR等を活用した研修システムの作成等、全国
の児童相談所における採用・人材

育成・定着の支援のための体制強化を図る。
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こども加速化プラン：小児保健・医療関連
「こども未来戦略方針」に基づくこども・子育て支援のスピード感ある実行

障害児・医療的ケア児支援

①地域障害児支援体制強化事業の拡充（15億円）：児童発達支援センターの機能強化により、地域
全体の障害児支援体制を強化するとともに、地域のこども達の集まる様々な場におけるインク
ルージョンの取組や、乳幼児健診等の機会を通じた早期の発達支援の取組を推進する。

②医療的ケア児等総合支援事業の拡充（7.6億円）：医療的ケア児や重症心身障害児を一時的に預
かる環境を整備し、家族の負担軽減等を実現。

③医療的ケア児保育支援事業の拡充（5.2億円）：医療的ケア児の受入れ体制整備として、効果
的・効率的な巡回による看護師等の配置を支援するほか、災害時における確実な電源確保や医
療的ケア児の個別性に着目した備品整備等の支援を行う。

④地域におけるこどもの発達相談と家族支援の機能強化事業（1.4億円）：地域の保健、子育て、
教育、福祉等の関係者と医師、心理職、ソーシャルワーカー等が連携して、こどもの発達相談
や家族支援を行い、必要な支援につなげる。

⑤地域支援体制整備サポート事業（0.5億円）：国や都道府県等による状況把握や助言等の広域的
支援を進めることで地域の障害児支援体制の整備を促進する。
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親の考えによる子育て

こどもの意思を尊重した子育て

そのために

・こどもの声を聴く

・話さない、「別に」は表現できないため

・こどもと向きあう時間を持つ

「こどもまんなか社会」はこどもが社会参加すること

社会の一員であること
41

こどもまんなか社会


